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避難の理解向上キャンペーン

○避難行動における課題
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ハザードマップの認知、活用不足

• 洪水による死者のうち7割弱が浸水想定区域の範囲内で犠牲

• 住民ウェブアンケートでは、約半数が「ハザードマップ等を見たこと
がない」又は「見たことがあるが避難の参考にしていない」と回答

警戒レベル4の「避難勧告」及び「避難指示（緊
急）」の意味が正しく理解されていない

• 住民ウェブアンケートでは、避難勧告及び避難指示（緊急）両方の
意味を正しく理解していたのは17.7%

「全員避難」や「命を守る最善の行動」の趣旨が
住民に伝わっていない

• 住民ウェブアンケートでは、約4割の人が「全員避難」を「災害の危
険がないところにいる人も避難する必要がある」と回答

豪雨時の外出リスクが認識されていない

• 台風第19号の犠牲者のうち約６割が屋外で被災、うち半数以上が
車での移動中。出退勤途中の人も含まれていた。

対応策の一つとして・・・

避難行動を促す普及啓発活動「避難の理解力向上キャンペーン」を全国で展開。

高齢者や障害者等の避難に課題

• 台風第19号における死者（84名）のうち65%が65歳以上の高齢者

• 自宅での死者（34名）のうち79%が高齢者



• 避難とは「難」を「避」けること（安全を確保すること）
• 安全な親戚・知人宅も「避難先」
• 警戒レベル４は「危険な場所から全員避難」
－避難勧告は、避難に必要な時間を考慮して発令されるもの避難勧告のタイミングで避難
－避難指示（緊急）は緊急的又は重ねて避難を促す場合に発令されるもの（必ず発令されるものではない）

• 警戒レベル５は既に災害が発生、無理な屋外避難は控える

避難の理解向上キャンペーン
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【実施内容】

① 市町村から、ハザードマップや避難行動の理解促進のためのチラシを各戸に配布・回覧。

② 水害・土砂災害リスクのある地域の小・中学校で、災害リスクや避難行動判定フローを確認。

③ 病院・福祉施設の施設管理者が所在地の災害リスクを確認。

④ 福祉関係者等が高齢者・障害者宅訪問時、災害リスク等を本人と確認。

⑤ 職場等へ外出の抑制（従業員等の安全確保）を働きかける。

⑥ 民間企業が会社所在地の災害リスクを確認してもらうよう促す。 等

避難行動促進のための対応策、「避難の理解力向上キャンペーン」

主なポイント

R2・出水期まで
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